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○はじめに
　わが国の子ども福祉を取り巻く環境は、第二次世界大戦
直後の経済や社会の混乱した状況の中から、政治改革やめ
ざましい経済復興と伴に大きく変化した。それらの改革や
成長と伴に「児童福祉法」（1947）をはじめ「母子保健法」
（1965）など各種法律が整備されてきた。そこには、経済
発展と伴に著しく改善された養育環境がある一方で、社会
の病理現象の悪影響をまともに受け、大きな社会問題を呈
する情況も多々認められる。それは子どもたちにとって決
して良い環境を生み出しているとはいえない。現代社会は、
家庭崩壊、子ども虐待、学級崩壊等、そこに生活をする子
どもたちにとってむしろ環境の悪化をもたらしたと言って
も過言ではないであろう。
　ここでは、戦後の子どもをとりまく歴史の中で翻弄され
た子育て環境の問題点を検証し、これからの子ども支援の
あり方を考察することとしたい。
1．子どもを取り巻く環境の変化
　今からおよそ65年前、第二次世界大戦直後の1950（昭和
25）年当時、わが国の総人口は約83,200千人、当時の年少
人口（0〜14歳）は、29,428千人、総人口に占める児童の割
合は35.4%であった。それが2008（平成20）年時点での、総
人口は127,692千人、年少人口は17,176千人、総人口に占め
る児童の割合は13.5%であった。この間の年少者の割合は、
実数で約2,252千人の減少である。わが国において少子化が
問題とされてから久しい。わが国で、合計特殊出生率が初
めて人口置換数を下回ったのは1956（昭和31）年であるが少
子化が顕著に認められるようになったのは1980（昭和55）年
頃からである。出生数は、昭和30年代では、ほぼ160万人
台で横ばいであったが、昭和40年代に入ると、第1次ベビ
ーブーム期に生まれたこども達が出産適齢期に入り、増加
傾向となった特に昭和46年から49年には年間200万人を超
え、第2次ベビーブームとなった。昭和49年以降の出生数は、
合計特殊出生率の低下と25〜34歳女性人口割合の低下によ
り平成2年まで減少を続け、その後、25〜34歳女性人口割
合の上昇により、120万人前後で推移していた。平成9年以
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降は女性人口（15〜49歳）の減少等により、平成10年、12
年を除き出生数は減少を続けており、2004（平成16）年から
は出生率の高い25〜34歳の女性人口がさらに減少する中で
平成17年は過去最低の出生数となった。2006（平成18）年は
景気回復などの影響もあり増加に転じ、2007（平成19）年は
減少したが、2008（平成20）年は109万1150人と再び増加し
た。近年の合計特殊出生数の低下傾向は、主に20歳代の出
生率の低下によるものと思われるが2008（平成20）年度すべ
ての階級で出生率は前年より上昇している。
2．母子保健の歴史
　わが国の戦後の母子保健の歴史は、1947（昭和22）年に当
時の厚生省に児童局（現厚生労働省雇用均等・児童家庭局）
が設置されたことに始まる。また同年には児童福祉法が制定
された。1948（昭和23）年9月には母子衛生対策要綱の決定に
より行政運営の根本方針が明らかにされ、これに基づき、各
種の保健と福祉対策が相次いで実施された。しかし、乳児
死亡、周産期死亡、妊産婦死亡など母子の健康に関しては
なお多くの改善点が取り残されていた。このような状況にお
いて1965（昭和40）年8月に新たに母子保健法が制定され、そ
れまでの児童と妊産婦を対象とする母子保健からさらに対
象を広め、妊産婦になる前段階の女性の健康管理を含めた
一貫した総合的な母子保健対策として推進されたのである。
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表 1．乳児死亡率（出生千対）の国際比較
※妊産婦死亡率：出産10万対3.1
※周産期死亡率：出産前後の時期（産前産後）、狭義には妊娠
28週以後、生後7日まで、広義には妊娠第28
週以後、生後28日まで。
※新生児死亡率（生後4週未満）：出産千対　1.3
※早期新生児死亡率（生後1週未満）：出産千対　1.0
アメリカ合衆国　　　　2006 年　　6.6
イギリス　　　　　　　2006 年　　5.0
ドイツ　　　　　　　　2006 年　　3.8
フランス　　　　　　　2005 年　　3.6
スウエーデン　　　　　2006 年　　2.8
日　本　　　　　　　　2007 年　　2.6
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　わが国の乳児死亡率は、明治、大正期には出生千対150〜
160であった。ちなみに記録として残っている最も乳児死亡
率が高かったのは1918（大正7）年の188という記録が残って
いる。それが1940（昭和15）年には100を、1952（昭和27）年
には76.7、1960（昭和35）年に30.7、1975（昭和50）年には10.0
と急速な改善を示し、2007（平成19）年には2.6と、世界的に
も最高の水準を達成している。
○乳児死亡の原因
　乳児死亡の原因で最も多いのは「先天奇形、変形及び染
色体異常」で37.0%、以下、「周産期に特異的な呼吸障がい
及び心血管障がい」「乳幼児突然死症候群」「不慮の事故」
となっている。新生児死亡の原因で最も多いのは「先天奇形、
変形及び染色体異常」で40.0%、次いで「周産期に特異的
な呼吸障がい及び心血管障がい」「乳幼児突然死症候群」「不
表 2．わが国の主な死因別乳幼児死亡数の推移
表 3．わが国の主な母子保健施策
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慮の事故」となっている。
　わが国の母子保健対策は、思春期から妊娠、出産、育児期、
新生児期、乳幼児期をつうじて一貫した体系のもとに総合
的に進められている。
3．わが国の母子保健対策
　わが国の母子保健対策は、現在では「母子保健法」（1965）
を中心に各種保健指導が展開されている。
1）妊娠届けおよび母子手帳の交付
母子保健法第15条〔妊娠の届出〕では、妊娠した者は、
厚生労働省令で定める事項につき、速やかに、保健所
を設置する市又は特別区においては保健所長を経て市
長又は区長に妊娠の届出をするようにしなければならな
い。母子保健法第16条〔母子健康手帳〕第1項では、市
町村は、妊娠の届出をした者に対して、母子健康手帳を
交付しなければならないと規定している。
2）妊産婦と乳幼児の保健指導
妊娠、出産、育児に関する必要な保健指導は、主に市町
村で行われている。母子保健法第11条〔新生児の訪問
指導〕では、その第1項において、市町村長は、前条の
場合において、当該乳児が新生児であって、育児上必要
があると認めるときは、医師、保健師、助産師又はその
他の職員をして当該新生児の保護者を訪問させ、必要な
指導を行わせるものとする。ただし、当該新生児につき、
第19条の規定による指導が行われるときは、この限りで
はない（第2項）、前項の規定による新生児に対する訪問
指導は、当該新生児が新生児でなくなった後においても、
継続することができる。母子保健法第17条〔妊産婦の訪
問指導〕では、第13条の規定による健康診査を行った
市町村の長は、その結果に基づき、当該妊産婦の健康状
態に応じ、保健指導を要する者については、医師、助産
師、保健師又はその他の職員をして、その妊産婦を訪問
させて必要な指導を行わせ、妊娠又は出産に支障を及ぼ
すおそれがある疾病にかかっている疑いのある者につい
ては、医師又は歯科医師の診療を受けることを勧奨する
者とする。第2項では、市町村は、妊産婦が前項の勧奨
に基づいて妊娠又は出産に支障を及ぼすおそれがある疾
病につき医師又は歯科医師の診療を受けるために必要な
援助を与えるように努めなければならない。母子保健法
第19条〔未熟児の訪問指導〕第1項では、都道府県、保
健所を設置する市又は特別区の長は、その区域内に現在
地を有する未熟児について、養育上必要があると認める
ときは、医師、保健師、助産師又はその他の職員をして、
その未熟児の保護者を訪問させ、必要な指導を行わせる
ものとすると規定されている。
3）保健所における母子保健事業
なかでも、母子保健の第一線の現業機関は保健所である。
母子保健法第18条〔低体重児の届出〕では、体重が2千
5百グラム未満の乳児が出生したときは、その保護者は、
速やかに、その旨をその乳児の現在地の都道府県、保健
所を設置する市又は特別区に届け出なければならない。
又、小児慢性特定疾患については、1968（昭和43）年以
降、未熟児養育医療の中で、フェニールケトン尿症など
の先天性代謝異常に対する医療給付が行われ、1969（昭
和44）年度には、これに血友病が加えられた。1971（昭
和46）年度からは、小児癌（悪性新生物）について18歳
未満までの入院治療の医療費について公費による援助が
制度化され、又1972（昭和47）年度からは慢性腎炎・ネ
フローゼと喘息についても治療研究事業が開始された。
4）市町村における母子保健事業
市町村は、母子保健に関する多くのサービスを受け持っ
ている。具体的には以下のようなサービスがあげられる。
①妊娠届けの受理、②母子健康手帳の交付、③妊婦の
健康診査、④両親学級、⑤訪問指導、⑥出生届の受理、
⑦新生児の訪問指導、⑧乳児の健康診査、⑨幼児（1歳
6ヶ月児、3歳児）の健康診査、⑩育児学級などである。
4．障がい児対策
　母子保健対策の上で重要な役割は、障がいを有する対象
児童の早期の発見である。そのためには、乳児期の健康診
査と医療援護が欠かせないものである。
（1）乳児期の健康診査
　1）概要
　健康診査は、疾病や異常の早期発見（二次予防）の
機会として重要であるが、さらに、リスクの早期発見
による疾病などの発生予防（一次予防）のための保健
指導に結びつける機会としても重要なものである。
　2）妊婦検診
　近年、高齢やストレス等を抱える妊婦が増加傾向に
あるとともに、就業等の理由により健康診査を受診し
ない妊婦もみられるところであり、妊婦健康診査の重
要性、必要性が一層高まっている。このため、2007（平
成19）年度地方財政措置により、妊婦健康診査も含め
た少子化対策について、総額において拡充の措置がな
され、市町村において妊婦健康診査の公費負担の拡充
が図られてきた。さらに、2008（平成20）年度第2次補
正予算により、妊婦健康診査臨時特例交付金が創設さ
れ、2010（平成22）年度末までの間、必要な回数（14回
程度）の妊婦健康診査が公費負担されるように予算措
置されることとなった。
　3）幼児検診
　幼児については、1歳6ヶ月児健康診査が市町村にお
いて行われる。ここでは心身障がいの早期発見、虫歯
の予防、栄養状態などの点を中心に健康診査が行われ
るとともに、栄養、心理、育児などの保護者への指導
も行われる。又、健康診査の結果、異常が認められる
場合には、身体面に関しては各診療科目別の専門医に
より、精神発達面に関しては児童相談所において精神
医、心理判定員などによる精密審査が行われる。
　3歳児検診では、身体の発育、精神発達面や視聴覚
障がいの早期発見などを目的としている。
　平成13年度からは、1歳6ヶ月児と3歳児健康診査に
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おいて心理相談員や保育士が加配され、育児不安など
に対する心理相談や親子のグループワークなど、育児
支援対策が教科されている。
　又、2005（平成17）年度からは、発達障害者支援法の
施行に伴い、母子保健法に基づく乳幼児健診を行うに
あたっては、児童の発達障害の早期発見に留意するこ
ととされている。
　4）マス・スクリーニング検査
　フェニールケトン尿症ほかの先天性代謝異常や先天
性甲状腺機能低下（クレチン症）などは、早期に発見し、
早期に治療を行うことによって知的障害など心身障害
の発生を予防することが可能である。このため、すべ
ての新生児を対象として血液や尿を用いてのマス・ス
クリーニング検査が実施されている。
　5）B 型肝炎母子感染防止対策
　妊婦が B 型肝炎キャリアである場合に、母子感染に
よってその子がキャリア化し、又、急性肝炎などを発
症することがある。
　このため、1985（昭和60）年度から、「B 型肝炎母子
感染防止対策」を実施し、当初は、母子感染を起こす
おそれのある妊婦（HBe 抗原陽性）を発見し、その妊
婦から出生した子にキャリア化防止対策を講じていた
が、平成7年度から、B 型肝炎ウイルスを有する妊婦
から出生した児すべてを対象としている。
　本事業のうち妊婦の HBs 抗原検査、乳児のＢ型肝
炎ワクチン、グロブリンの投与は医療保険が適用され
る。しかし、B 型肝炎キャリアが減少する一方、予防
処置が充分に行われていない例も報告されており、今
後も母子感染防止対策の普及啓発を行っていく必要が
ある。
（2）医療援護
　1）妊産婦と小児に対する医療援護
① 妊娠高血圧症候群の療養の援護等
　妊娠高血圧症候群や妊産婦の糖尿病、貧血、産科
出血、心疾患などの合併症は、妊産婦死亡や周産期
死亡の原因となるほか、未熟児や心身障がいの発生
原因となる場合がある。このため、訪問指導や、入
院して治療をする必要のある妊産婦（低所得階層）
に対しては、早期に適正な治療を受けさせるための
医療援助を行っている（母子保健法第17条）。本事
業については、都道府県の事業として同化、定着し
ていることから、1997（平成9）年度に一般財源化さ
れた。
② 未熟児療育医療
　出生時の体重が極めて少ない（2,000g 以下）場合
や体温が異常に低い場合、呼吸器系や消化器系など
に異常がある場合、あるいは異常に強い黄疸のある
場合などでは、死亡率も高く、心身障がいを残す可
能性も高いので、生後、速やかに適切な処置をとる
ことが必要である。
　養育医療（母子保健法第20条）は、養育に医療が
必要な未熟児に対して、医療機関に収容して医療給
付（世帯の所得税額に応じて費用徴収）を行うもの
である。
　2） 小児慢性特定疾患治療研究事業
　小児の慢性疾患は、その治療が長期にわたり、医療
費の負担も高額となり、これを放置することは児童の
健全な育成を阻害することとなる。そのため、1968（昭
和43）年以降、未熟児養育医療の中で、フェニールケ
トン尿症などの先天性代謝異常に対する医療給付が行
われ、1969（昭和44）年度にはこれに血友病が加えられ
た。1971（昭和46）年度からは、小児癌（悪性新生物）
について18歳未満までの入院治療の医療費について公
費による援助が制度化され、又、1972（昭和47）年度か
らは慢性腎炎・ネフローゼと喘息についても治療研究
事業が開始された。
　このように、従来いくつかの制度の下で小児の慢性
疾患対策が行われてきたが、1974（昭和49）年9月、対
象疾患の大幅な拡大を行うのを契機に「小児慢性特定
疾患治療研究事業」として統合された。
　同事業は従前、法律上の根拠を有しない予算事業と
して実施されてきたが、次世代育成支援の観点から安
定的な制度とするため、2004（平成16）年11月の児童福
祉法改正により2005（平成17）年度からは同法に根拠を
もつ事業として実施されている。
5．わが国の障がい者福祉の現状
（1）障がい者の定義と分類
　障がい者の定義としては、障害者基本法（1970、題名
改正1993）第3条〔定義〕で、「この法律において『障害
者』とは、身体障害、知的障害又は精神障害があるため、
継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者
をいう。」と定義している。
　わが国の障がい者数は、2009年現在、身体障がい者が
約366万3,000人（人口1,000人あたり29人）、知的障がい
者が54万7,000人（同4人）、精神障がい者が302万8,000
人（同24人）、合計738万8,000人となり、国民の約5.5%
が障がいを有していることになる。
（2）わが国の身体障がい者の特徴
　身体障害者福祉法（1949）の第4条〔身体障害者〕に
よれば、「この法律において、『身体障害者』とは、別表
に掲げる身体上の障害がある18歳以上の者であって、都
道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをい
う。」と明記されている。
　表5は、身体障がいの分類ごとに1970（昭和45）年から
の身体障がい者数の変化を示したものである。身体障が
い者が全体として増加しているのいは、わが国の高齢社
会の進展によるところが大きい。すなわち、高齢になる
と進退機能の衰えや病気を発症し、その結果、障がいを
有するからである。また、内部障害の増加が顕著であるが、
それはその該当範囲が広がっているからである。大腸が
んによる人工肛門造設者や HIV 感染者など、医学の進歩
とともに「障害とともに生きる人」は確実に増加している。
しかし、「難病」という位置づけで障がい者とは認められ
ない人も多く、範囲の拡大はなお課題となっている。
　福祉サービスを受けるためには、身体障害者手帳を取
得することが必要である。最も重い1級から6級までの6
段階に分かれるが、重度の1・2級の人が増えている。また、
複数の身体障がいや知的障がいを合併するなど、重複障
害を有する人が増加している。従って、身体障がいは「高
齢化、重複化、重度化」の傾向が顕著だといわれている。
する偏見があるか、理解が進んでいるかなど、社会の意
識によっても大きな違いが生まれる。
（2）国際生活機能分類（ICF）
　　2001（平成13）年の WHO の総会で、国際生活機能分
類 International Classification of Functioning，Disability 
and Health（ICF）が採択された。
　1次的な医学的レベルを、「心身機能・身体構造 body 
functions and structures」と呼び、そのマイナス面を
ICIDH でも用いた「機能障害 impairment」と位置づけて
いる。2次的な個人生活レベルが「活動 Activities」で、
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6．障がいの国際分類
（1）国際障がい分類（ICIDH）
　世界保健機構（WHO）は、1980（昭
和55）年に国際障がい分類 International 
Classification of Impairments、Disabilities、
and Handicaps（ICIDH）の試案を発表し
た。それによると障がいを次の3つに分
類している。
① 機能障がい（Impairment）生物学的、
医学的レベルで捉えた客観的な障がい
（不自由）である。例えば、交通事故に
より脊椎損傷になり両下肢が麻痺した場
合など、純粋に医学的な障がいを機能障
がいとよぶ。
② 能力障がい（Disability）個人の生活
レベルの障がいといわれ、その地域の
人々が一般的に行う方法で、動作や行動
が出来なくなった状態である。両足麻痺
（機能障がい）のため、「歩くことが出来
ない」ときが機能障害にあたる。しかし、
車椅子を利用すれば移動は可能となり
「歩けない」という機能障がいは改善さ
れる。このように、機能訓練や福祉機器
の利用、環境整備などにより、能力障が
いは軽減できるという点が重要である。
③ 社会的不利（Handicap）その人が暮ら
している社会で保障されるはずの基本的
人権が、障がいがある故に制限されたり
奪われたりすること。両足麻痺（機能障
がい）により、歩行できず（能力障がい）
や、通勤で働くことが困難となり解雇さ
れるときが、社会的不利にあたる。
この社会的不利は、機能障がいや能力障
がいが同程度であっても、その人がくら
している社会の状況によって大きく濃い
ものとなる。例えば、同じ車椅子利用者
でも、環境の整ったちきで暮らしている
か段差の多い地域で暮らすかで、その行
動や社会的役割は変わってくる。また、
物理的条件だけではなく、障がい者に対
表 4．わが国の障がい者の数（推計）
表 5．身体障害者障害程度等級表・身体障害者福祉法施行規則別表第 5号
その否定的側面が「活動の制限 imitation of activity」、3
次的な社会生活レベルが「参加 participation」であり、そ
のマイナス面が「参加の誓約 restriction of participation」
である。
○障がい者福祉の理念
　ノーマライゼーションの理念：ノーマライゼーションの
考え方は、1950年代後半、デンマークでコロニーと呼ばれ
る大規模施設での生活に反対する知的障がい者の親の会の
運動が契機となり誕生した。その意味するところは、「障が
いのある人たちに、障がいのない人々と同じ生活条件を作
り出すこと」である。すなわち、障がい者本人を変えるこ
とではなく、障があっても暮らせる社会に環境を改めてい
くことを強調している。
・1975（昭和50）年12月、国連「障害者の権利宣言」採択。
リハビリテーションや労働・経済保障、差別や搾取から
の保護などを主な原因、特質及び程度に関わらず、同年
齢の市民と同等の基本的権利を持ち、このことは、先ず
第1に、出来うる限り普通の、また十分に満たされた、相
応の生活を送ることができる権利を有することであると
うたっている。
・国連は1981（昭和56）年を国際障がい者年とする。「完全参
加と平等」
・1983（昭和58）年から1992（平成4）年までを「国連・障害
者の10年」とした。
○リハビリテーション
　リハビリテーションの目指すところは、その人ならでは
の生き方が実現できるよう、多様な専門家がさまざまな支
援を提供することである。
○ADLからQOLへ
　リハビリテーション創設時の目標は職業的自立であり、
そのために身の周りの事を自分で出来るようにする身辺自
立が求められた。この身辺自立について、日常生活動作
Activities of Daily Living（ADL）という言葉が使われ、リ
ハビリテーションは ADL の自立を目指していたと言われ
る。
　1980年代になると、「生活の質」などと訳されるこいとが
多い Quality of Life（QOL）と言う言葉が注目され始めた。
　障がい者に「普通の人」になることを求めたと批判もさ
れた時代から、障がいを持ったその人の生き方を支援する
リハビリテーションへと、理念も支援のあり方も大きく変
化した。
○インクルージョン
　教育におけるインクルージョン：インクルージョン
Inclusion とは、「include（包み込む）」の名詞形で、当初は「包
含、包括化」などと訳された。ノーマライゼーションの発
展とも考えられ、1980年代にまず、学校教育の場で注目さ
れた。人種差別（黒人、白人）のあったアメリカや、移民
の多いオーストラリアなどで、あらゆる子どもが地域の学
校に包み込まれ、必要な支援を得て教育を受けるべきであ
るとする「インクルーシブな教育 Inclusive Education」と
いう方向性が示された。
○ソーシャル・インクルージョン
　福祉の分野では、1994年知的障がい者の親の会の国際組
織が「Inclusion International」と称するようになる。わが
国においても、インクルージョンを「通常な場面における
援助付きの共生戦略」と規定した。「通常の場面」とは、学
校教育であれば普通クラス、つまり障がいの無い人と同じ
場での暮らし、ということである。そして、「援助付き」と
は、それぞれのニーズに応じて必要な援助が提供されるこ
と、すなわち個別化された支援の重要性を指摘した。また、
「共生」を、「物理的な環境や生活様式の問題ではなく、重
要なことは社会における地位と役割が保障され、関係性が
保たれることである」と位置づけた。すなわち、ともに生
きるからこそお互いが必要な存在となり、地域で支えあっ
て暮らし、それぞれがかけがえの無い存在となっていくの
である。
　このようなプロセスを経て、個人の尊厳が理念ではなく
社会に根付き、誰もが必要な支援を得て、地域に包み込ま
れて生きるという、ソーシャル・インクルージョンの理念
が実現されていくのである。
○障害者権利条約
　2006（平成18）年、国連本部において障害者権利条約が
採択された。条約の目的は、すべての人に保障される人権
が、等しく障がい者にも認められ、障がい者の社会参加を
勧めると、ということである。例えば、移動やコミュニケ
ーションで障がい者が不利にならないようにするには、環
境を整備したり、ガイドヘルパーや手話通訳などの支援が
必要となる。このような、障がいによる困難を軽減・除去
するための整備や支援を、条約では合理的配慮（reasonable 
accommodation）と呼んでいる（第2条）。
　このような国連の動向は、わが国の障がい者福祉に大き
な影響を与えている。わが国では特に、「教育」（第21条）
や「雇用と就労」（第27条）が注目を集めている。障害児
が学ぶ場を分離してきたわが国の「特殊教育」や、なかな
か障がい者雇用が進まない労働環境を、いかに改めていく
かが大きな課題となっている。
7．障がい者福祉制度の変遷
　わが国の障がい児・者福祉サービスは、以下の4つの法
律をもとに実施されてきた。
1．身体障害者福祉法（1949、昭和24年）
　当初は戦争のために障がい者となった傷痍軍人が職
を得て自立することを目指して制定され、その後、対
象が事故や病気で障害がいを有した人、脳性麻痺など
の生まれながらに障がいのある人へと拡がった。
2．知的障害者福祉法（1960、昭和35年、1999年題名改正）
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　ノーマライゼーション理念の進展とともに、「施設か
ら地域へ」と、支援の流れは代わっていった。
3．精神保健福祉法（1995、平成7年）
　1950（昭和25）年に制定された精神衛生法は、1988
（平成元）年に精神保健法へと改正され、福祉サービス
が整備された。
4．児童福祉法（1947、昭和22年）
　18歳未満の障がい児に関して、この法律の中に障が
い児施設が位置づけられた。入所施設建設を中心に、
治療と教育的な視点をあわせた「療養」が展開され、
幼少時から親元を離れての訓練・指導が実施された。
その後、1979（昭和54）年に各県に養護学校が設置され、
全員就学が実現するとともに、家庭での生活が当然と
いう流れにかかわってくる。
8．わが国の問題点
　わが国の障がい者福祉制度の歴史から、わが国では身体
障がい、精神障がいのいずれであるかによって、利用出来
るサービスの質・量に大きな違いがある。この障がい種別
の格差と、入所施設中心の福祉であったことが、わが国の
障害者福祉の大きな課題であった。
○社会福祉基礎構造改革と支援費制度
　1997（平成9）年から社会福祉基礎構造改革として議論が
重ねられ、2000（平成12）年はまさに「社会福祉改革の年」
となった。福祉サービスは「措置から契約」へと変わり、
1950（昭和25）年に制定された社会福祉事業法が社会福祉法
に改正された。ほかにも身体障害者福祉法なども含めた8
つの福祉関連法規の法律が改正された。
　これらの改革に伴い、2003（平成15）年4月からは、障が
い者福祉も支援費制度へ移行した。これまでの行政がサー
ビスを決定する形から、障がい者自身がサービスを選び、
契約をする制度となった。ノーマライゼーションの実現を
目指し、1人ひとりの自己決定が尊重され、サービスを選択
できる時代になった。
○障害者基本法の改正
　1970（昭和45）年に成立した心身障害者対策基本法は、
1993（平成5）年に障害者基本法へと改正された。
　この改正により、障がい者の定義が、それまでの身体障
がい・知的障がいの2障がいから、精神障がいを加えた3障
がいとなり、法律の目的も、「保護や救済」から「自立と社
会経済活動への参加」」に改められた。
　障害者基本法は、2004（平成16）年に再改正がされた。改
正の第1のポイントは、基本理念（第3条）に、「何人も、障
がい者に対して、障がいを理由として、差別すること、そ
の他の権利利益を侵害する行為をしてはならない」という
差別禁止条項が盛り込まれたことである。第2に、以前は国
だけに課せられていた障がい者基本計画の策定義務を、都
道府県・市町村にも課したこと。これにより、身近な市町
村が障がい者福祉施策の主体となったことである。障がい
者が地域で暮らす支援体制の確立に市町村が責任を持つこ
ととなった。
○発達障害者支援法の成立
　2004（平成16）年に発達障害者支援法が成立し、2005
（平成17）年4月から施行された。この法律は、「グレーゾ
ーン」「狭間の障がい」などといわれた学修障害 learning 
Disability（LD）、注意欠陥多動性障害 Attention − Deficit、
Hyperactivity Disorder（ADHD）、高機能自閉症などを有
する人への支援を明確に位置づけた。そして、発達支援と
して、医療・福祉・教育の連携の重要性を指摘し、発達障
がい児を新たに特別支援教育の対象とした。
　国民には発達障がい者への理解と社会参加への協力を求
め、行政には啓発活動とともに早期発見・発達支援を行う
ことを求めている。支援の中核機関として、発達障がい者
センターを位置づけ、都道府県に設置を義務づけた。
○特別支援教育
　1872（明治5）年「学制」発布。国民皆学。障がい児の親
に対して就学猶予・免除
　2003（平成15）年3月、文部科学省「特殊教育から特別支
援教育へ」という障がい児教育の転換。
　特別支援教育では、従来の「障がい児」だけでなく、学
習障がい（LD）、注意欠陥多動性障がい（ADHD）、高機
能自閉症などの子どもも特別な教育的ニーズを有するとし、
必要な支援を行うと位置づけている。これまでの盲・聾・
養護学校を、特別支援学校などと改称し、地域の相談にも
応じるセンター機能をもたせる、教員の免許制度を改善す
る、などの方向性を打ち出している。
　文部科学省は、2002（平成14）年に全国調査を行い、知的
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表 6．障害者自立支援法によるサービス
な遅れはないが学習面か行動面で著しい困難を示す子ども
が、普通学級に6.3％（約68万人）在籍しているという結果
を発表した。2006（平成18）年5月の時点で、従来の特殊教
育の対象時は、全児童生徒の1.86％にあたる約20万人であ
る。
終わりに
　以上わが国の戦後の母子保健施策と障がいを抱える子ど
もの国の施策を中心に考察をしたが、結論としては、わが
国もどうにか第1次的な窓口が市町村にまで下りてきたと言
うことからも、障がいを持つ人々の視点に立った制度の運
用が国策として開始されることとなった。
　障害者自立支援法は、2005（平成17）年10月成立し、これ
までの「支援費制度」に替わる制度として2006（平成18）年
4月1日より実施に移された。それまでの支援費制度が僅か
3年で障害者自立支援法に替わった最大の理由は国の財政
事情にあるといえる。そもそも支援費制度とは、利用者（障
がい者）と事業者が直節契約を結んで福祉サービスを開始
することとなっているが、いざ実施が開始されると政府の
当初の予測を大幅に上回る利用があったため、2003（平成
15）年度には1238億円、2004（平成16）年度には274億円もの
予算不足をきたしたということから、政府はこれ以上の支
援制度の継続は困難と判断して、2006（平成18）年10月に「今
後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン
案）」を作り、これを基に作り上げたのが「障害者自立支援
法」である。障害者自立支援法の狙いは、①障がい者の福
祉サービスの一元化、②障がい者がもっと「働ける社会」
に、③地域の限られた社会資源を活用できるよう「規制の
緩和」、④公平なサービス利用のための「手続きや基準の
透明化、明確化」、⑤増大する福祉サービス等の費用を皆
で負担し、支え合う仕組みの教科、そのためには、利用し
たサービスの量や所得に応じた「公平な負担」、国の「財政
責任の明確化」がはかられることであった。このような背
景から作りあげられた障害者自立支援法は、障害者のサー
ビスの利用に際して、制約が加えられることとなり、障が
い者団体や事業者団体、自治体からおおくの異議申し立て
や改善要望が出されることとなった。
　具体的には、①利用者負担のあり方、②事業者の経営基
盤の強化、③障がい者の範囲、④障がい程度区分認定の見
直し、⑤サービス体系のあり方、などが指摘されている。
また、今後の緊急の課題としては、「児童福祉法」により提
供されてきた障がい児施策についても、障害者自立支援法
の見直しにあわせた改正が急務であろう。
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